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都市計画税反映額 充当率による違い 
    

○充当率１４％の場合 

（①昭和６１年度から平成 7年度の１０年間で最も低い充当率） 

 

末端管渠事業費（２９２，３０７千円）×充当率（１４％） 

賦課対象面積（１４．６３ｈａ）            ＝２７９円／㎡ 

≒２７０円／㎡ 

 

基礎額（６６０円／㎡）＋都市計画税反映額（２７０円／㎡）＝ ９３０円／㎡ 

 

 

 ○充当率２０％の場合 

 （②昭和６１年度から平成７年度の１０年間で各年度の充当率を平均した充当率） 

 （③１０年間で充当率が最も高かった昭和６２年度と最も低かった平成元年度を省いた 

８年間の各年度の充当率を平均した充当率） 

   

末端管渠事業費（２９２，３０７千円）×充当率（２０％） 

賦課対象面積（１４．６３ｈａ）            ＝３９９円／㎡ 

≒３９０円／㎡ 

 

基礎額（６６０円／㎡）＋都市計画税反映額（３９０円／㎡）＝１，０５０円／㎡ 

 

 

○充当率１９％の場合 

（④昭和６１年度から平成 7 年度の１０年間の単独工事請負費と充当された都市計画税

の合計から算出した充当率） 

 

末端管渠事業費（２９２，３０７千円）×充当率（１９％） 

賦課対象面積（１４．６３ｈａ）            ＝３７９円／㎡ 

≒３７０円／㎡ 

 

基礎額（６６０円／㎡）＋都市計画税反映額（３７０円／㎡）＝１，０３０円／㎡ 
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